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サステナビリティ

サステナビリティ

サステナビリティに関する基本方針

サステナブル投融資方針

人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針

TCFD提言への賛同

　当社は、環境・気候変動への対応を重要課題と捉

え、令和４年５月に気候関連財務情報タスクフォース

（TCFD）提言への賛同を表明しました。

　当社グループは、環境・社会問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題について、持続可能な社会の実現及

び中長期的な企業価値の向上の観点から、地域金融グループとしての役割・特性を活かして積極的・能動的に取り組

んでいきます。

　当社グループは、豊かな海や山に囲まれ温暖な気候風土に恵まれた地域の自然環境を守り、持続可能な社会の実現

及び中長期的な企業価値の向上に向けて、本方針に基づく責任ある投融資に取り組んでいきます。

１．積極的に支援する事業

⑴省エネルギーや再生可能エネルギーなど脱炭素社会の実現に資する事業

⑵創業・事業承継など地域経済の持続的発展に資する事業

⑶高齢化、少子化等の課題に対応する医療・福祉・教育の充実に資する事業

⑷持続可能な社会の形成に前向きな影響を与える事業

２．支援を回避する事業

⑴石炭火力発電事業

新設の石炭火力発電所向け投融資は原則行いません。ただし、災害対応や国内政策に則った対応を検討する場合

は、個別に慎重に対応します。

⑵兵器製造関連事業

戦争等に使用されるクラスター弾など、非人道的な兵器を製造している企業への投融資は行いません。

⑶人権侵害・強制労働等に関与する事業

児童労働や強制労働など、人権侵害が行われている事業への投融資は行いません。

⑷パーム油農園開発事業・森林伐採事業

環境・地域社会への影響や森林資源保全の観点など、様々な点に十分注意したうえで慎重に対応します。

　当社グループは、人材の多様性が組織の競争力を高め、地域への貢献そしてお客さまへのサービス向上につながる

と考え、女性の活躍促進を含むダイバーシティを積極的に推進していきます。

　また、当社グループは、社員一人ひとりの成長を組織の成長につなげるため、働きやすい、働きがいのある職場環

境の整備に努めるとともに、実践的かつ効果的な学びの場を提供することにより人財の育成に努めていきます。
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サステナビリティ

重要課題（マテリアリティ）に対する中長期的な取組みの方向性

重要課題

（マテリアリティ）
リスクと機会（●リスク、〇機会） 中長期的な取組みの方向性 対応するSDGs

環境

(E)

気候変動問

題をはじめ

とするサス

テナビリテ

ィへの取組

み

●大規模風水害等の発生による当社グループの営業拠

点等の被災に伴う事業への影響によるリスク

●大規模風水害等の発生によるお客さまの営業拠点等

の被災に伴う事業への影響によるリスク

●大規模風水害等の発生に伴う不動産担保の損壊等に

よるリスク

●気候変動に関する規制や税制等の変更に伴う当社グ

ループの事業への影響によるリスク

●気候変動に関する規制や税制等の変更に伴うお客さ

まの事業への影響によるリスク

〇お客さまの気候変動への対応支援による資金需要及

び関連投融資の増加

〇お客さまの気候変動への対応支援に関するコンサル

ティング及びサービスの充実

・SDGs・ESGをはじめとする

サステナビリティへの取組

みの強化

・地域社会のサステナビリテ

ィへの取組みの支援強化

　

社会

(S)

広域金融グ

ループとし

ての地方創

生への取組

みと地方経

済への貢献

●人口減少や事業所数減少等による地域活力の減退

〇地方創生による地域における安定した雇用創出や地

域への人口流入に伴う資金需要及び関連投融資の増

加

・広域金融グループとしての

地方創生に向けた取組みの

強化

・法人支援態勢の強化による

金融仲介機能及びコンサル

ティング機能の発揮

・広域金融グループの強みを

活かしたコンサルティング

態勢の拡充

・地域商社的金融グループと

しての提供サービスの拡充

　

地元エリア

における長

寿化社会へ

の対応

●少子高齢化の進展による生産年齢人口減少による労

働力の不足

●少子高齢化の進展による社会保障制度の後退

〇長寿化社会における資産運用・資産形成ニーズの高

まり

・ライフステージに応じた安

心・安全で利便性の高い金

融サービスの提供

・個人支援態勢の強化による

コンサルティング機能の発

揮

・お客さま本位の業務運営へ

の取組みの強化 　

ガバ

ナン

ス

(G)

働 き 方 改

革・人財育

成

●生産年齢人口減少による採用環境の悪化及び採用コ

ストの上昇

●多様な人財不足による競争力の低下

〇モチベーション向上による企業成長の促進

〇優秀な人財の確保及び定着化の促進

・働きやすい、働きがいのあ

る職場環境の整備

・実践的かつ効果的な学びの

場の提供による人財の育成

・多様な人財の活躍推進への

取組み

　

デジタライ

ゼーション

への対応や

更なる効率

経営の追求

●システム導入・更新に伴うコストの増加

●非効率的な業務による生産性の低下

〇効果的なシステム投資によるコストの平準化及び効

率的な業務運営の実現

〇業務効率化による生産性及び提供サービスの向上

・BPR及びDX活用による業務

効率化の追求

・グループベースでのコスト

削減による更なる経営の効

率化

・次期基幹システムの検討着

手

　

グループガ

バナンスの

強化と各ス

テークホル

ダーとのコ

ミュニケー

ション

●予期せぬリスクの顕在化による損失の発生

●事故・災害等の被害の拡大及び復旧の遅れ

●金融不安・景気の急変動等による財務内容の悪化及

び顧客・市場等からの信頼の失墜

〇適切なリスクテイクによる競争力の向上

〇各ステークホルダーを意識した経営による企業価値

の向上及び取引基盤の拡充

・「トモニスタイル」の進化

によるグループガバナンス

態勢の強化

・プライム上場会社として相

応しい資本政策（資本充

実、資本活用、株主還元）

の実施

・グループ広報機能の強化 　
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